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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第33期
第１四半期
連結累計期間

第34期
第１四半期
連結累計期間

第33期

会計期間
自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日

自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日

自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日

売上高 （千円） 12,932,075 13,742,186 54,172,349

経常利益 （千円） 159,223 203,717 1,506,041

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 293,261 63,456 1,188,944

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 136,818 12,897 1,398,186

純資産額 （千円） 4,888,607 5,839,408 6,150,747

総資産額 （千円） 27,695,760 27,875,131 26,496,633

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 17.09 3.70 69.28

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 17.09 3.69 69.28

自己資本比率 （％） 16.5 20.8 21.8

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．当社は、平成30年３月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。第33期の期首に当該

株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額を算定しております。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。なお、各セグメントに係る主要な関係会社の異動は次の通りであります。

＜ＨＳ事業＞

株式会社日本技能教育機構は重要性が増したため、当第１四半期連結累計期間より連結の範囲に含めております。

また、当第１四半期連結累計期間においてｎｍｓロジスティクス＆テクニカルソリューション株式会社を設立した

ため、連結の範囲に含めております。

＜ＥＭＳ事業＞

TKR MANUFACTURING PHILIPPINES INC.は重要性が増したため、当第１四半期連結累計期間より連結の範囲に含めて

おります。

また、TKR MANUFACTURING VIETNAM CO., LTDを５月30日に設立しました。同社の決算日は、当社グループの決算日

と異なるため、当第１四半期連結累計期間においては連結の範囲に含めておりません。

＜ＰＳ事業＞

主要な関係会社の異動はありません。

上記異動を反映した企業集団の状況について、事業系統図を示すと以下の通りです。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（1）財政状態及び経営成績の状況

経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間における世界経済は、米国の保護主義的な政策による貿易摩擦の懸念や欧州の政治

情勢等不確実性が高まるものの、緩やかな回復基調で推移いたしました。

わが国経済においても、依然として海外経済の動向に関する不確実性はありましたが、企業収益、雇用情勢の

改善が続く中で、引き続き堅調さを維持いたしました。

当社グループを取り巻く事業においては、製造業の業況感は改善傾向となりグローバル生産が拡大する中、引

き続き機動的な生産拠点戦略が重要となっております。一方で国内においては雇用の安定・創出に向けた政府の

諸政策を背景に雇用情勢は改善しており、さまざまな産業分野において人材の不足、雇用確保が難しい状況が続

いております。

このような環境の下、当社グループは、日本のモノづくりを支えるトータルソリューション企業として、日

本、中国、アセアン諸国において、ヒューマンソリューション事業（以下、ＨＳ事業）とエレクトロニクスマ

ニュファクチャリングサービス事業（以下、ＥＭＳ事業）の融合による新たなビジネスモデルの構築や、さまざ

まな産業・家電機器の機能、信頼性を高め、開発から設計、製造、販売までを行うパワーサプライ事業（以下、

ＰＳ事業）との連携など、グループシナジー創出に向けた取り組みを進めてきました。

これらの結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高13,742百万円（前年同四半期比6.3％増）、営業利

益258百万円（前年同四半期比18.5％増）となり、経常利益は前年同四半期に比べ44百万円増加し203百万円、親

会社株主に帰属する四半期純利益については、前年の第１四半期連結累計期間は子会社における投資有価証券売

却益の発生があったことに加え、当第１四半期連結累計期間に構造改革費用の計上があり、前年同四半期に比べ

229百万円減少し、63百万円となりました。

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。

① ＨＳ事業

当第１四半期連結累計期間におきましては、国内ＨＳ事業の製造派遣・製造請負事業においては、正社員化や

外国人技能実習生の活用により、採用力の強化と共に定着率の向上を図ることができました。

海外ＨＳ事業は、中国における市場環境の変化や人件費の高騰等があるものの、現地における事業拡大の手段

として、製造請負の展開を増やすことを進めております。

また、NMS VIETNAM CO.,LTD.・NMS INTERNATIONAL RESOURCES CO.,LTD.・nms（Thailand）Co.,Ltd.につきまし

てはグループリソースの活用を行いながら、人材派遣及び製造受託を行う拠点として、収益性向上への取組をす

すめております。

この結果、売上高4,524百万円（前年同四半期比11.4％増）、セグメント利益は、成長戦略として外国人技能実

習生向け研修事業会社の立上げや物流3PL受託事業・テクニカル流通加工事業会社の設立等、先行投資コストの発

生等もあり99百万円（前年同四半期比33.3％減）となりました。

 

② ＥＭＳ事業

ＥＭＳ事業は、志摩グループ、ＴＫＲグループを事業母体として事業展開しております。

当第１四半期連結累計期間におきましては、国内ＥＭＳ事業は、工作機械関連の受注等引き続き好調に推移い

たしましたが、重点施策として進めているベトナム生産拠点の量産体制確立や部材ビジネスの立上げ等よる、本

社コストが発生しております。

海外ＥＭＳ事業は、中国及びマレーシアにおいて白物家電事業を中心に引き続き堅調に推移致しました。

この結果、売上高6,422百万円（前年同四半期比2.2％増）、セグメント利益124百万円（前年同四半期比4.8％

減）となりました。

 

③ ＰＳ事業

ＰＳ事業は、パワーサプライテクノロジー株式会社（以下、ＰＳＴ）を事業母体として事業展開しておりま

す。

当第１四半期連結累計期間におきましては、これまで既存製品の需要調整や新規分野への製品投入までの端境

期となっておりましたが、当期より新規受注の量産化が順次スタートしたことや国内でサンプル品の出荷増もあ

り、売上・利益ともに改善しております。
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また、平成30年１月11日付でＥＶ分野の開発・製造を行う拠点として、「松阪工場」（三重県松阪市）を開設

し、リチウムイオン二次電池パックをはじめとするＥＶ分野の製品開発・量産を加速させるとともに、現在の主

軸である電源製品の生産技術開発も発展させ、「基盤強化」と「新製品開発・製造・拡販」の両輪で、新規受注

の上乗せを推進しております。

この結果、売上高2,794百万円（前年同四半期比8.2％増）、セグメント利益158百万円（前年同四半期比

667.1％増）となりました。

 

財政状態の分析

（資産）

当第１四半期連結会計期間末における流動資産合計は20,920百万円となり、前連結会計年度末に比べ485百万円増

加いたしました。これは主に、原材料及び貯蔵品が214百万円、受取手形及び売掛金が166百万円、その他流動資

産が298百万円増加した一方で、現金及び預金が169百万円減少したことによるものです。

　固定資産合計は6,955百万円となり、前連結会計年度末に比べ893百万円増加いたしました。これは主に有形固

定資産が936百万円増加したことによるものです。

　この結果、総資産は27,875百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,378百万円増加いたしました。

 

（負債）

当第１四半期連結会計期間末における流動負債合計は14,370百万円となり、前連結会計年度末に比べ786百万円増

加いたしました。これは主に短期借入金が1,847百万円、未払金が199百万円増加した一方で、支払手形及び買掛

金が505百万円、未払消費税等が436百万円、未払法人税等が363百万円減少したことによるものです。

　固定負債合計は7,665百万円となり、前連結会計年度末に比べ903百万円増加いたしました。これは主に長期借

入金が1,010百万円増加した一方で、退職給付に係る負債が174百万円減少したことによるものです。

　この結果、負債合計は22,035百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,689百万円増加いたしました。

 

（純資産）

　当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は5,839百万円となり、前連結会計年度末に比べ311百万円減

少いたしました。これは主に資本剰余金が112百万円増加した一方で、為替換算調整勘定が47百万円、非支配株主

持分が343百万円減少したことによるものです。

　この結果、自己資本比率は20.8％（前連結会計年度末は21.8％）となりました。

 

（２） 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（３） 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は軽微であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

（４） 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当第１四半期連結累計期間において、経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通しについ

て重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 41,200,000

計 41,200,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成30年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年８月９日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引

業協会名
内容

普通株式 21,611,000 21,611,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 21,611,000 21,611,000 － －

（注）普通株式は完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

当第１四半期会計期間において会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 平成30年５月17日

新株予約権の数（個）（注）１

21,600（注）３

第８回新株予約権 10,800

第９回新株予約権 5,400

第10回新株予約権 5,400

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）（注）１ －

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）（注）１

普通株式 2,160,000（注）４

第８回新株予約権 1,080,000

第９回新株予約権 540,000

第10回新株予約権 540,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）１

当初行使価額（注）３、６

第８回新株予約権 766

第９回新株予約権 920

第10回新株予約権 1,100

新株予約権の行使期間（注）１

第８回新株予約権

自　平成30年６月５日

至　平成32年６月４日

第９回新株予約権

自　平成30年６月５日

至　平成32年６月４日

第10回新株予約権

自　平成30年６月５日

至　平成32年６月４日
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新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込

取扱場所（注）１

１．行使請求の受付場所

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

２．行使請求の取次場所

 該当事項はありません。

３．行使請求の払込取扱場所

 株式会社三菱ＵＦＪ銀行　渋谷中央支店

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）（注）１

１．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

１株の発行価格

本新株予約権の行使により交付する当社普通株式１株の

発行価格は、行使請求に係る本新株予約権の行使に際し

て出資される財産の価額の総額に、行使請求に係る本新

株予約権の発行価額の総額を加えた額を、別記「新株予

約権の目的となる株式の数」欄記載の本新株予約権の目

的である株式の総数で除した額とする。

２．新株予約権の行使により株式を発行する場合におけ

る増加する資本金及び資本準備金

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加す

る資本金の額は、会社計算規則第17条の定めるところに

従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金

額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその

端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額

は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じ

た額とする。

新株予約権の行使の条件（注）１ 各本新株予約権の一部行使はできない。

新株予約権の譲渡に関する事項（注）１ －

代用払込みに関する事項（注）１ －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

（注）１
－

（注）１．新株予約権の発行時（平成30年６月４日）における内容を記載しております。

２．本新株予約権は、行使価額修正条項付新株予約権等であります。

３．当該行使価額修正条項付新株予約権の特質

　　(a)本新株予約権の目的となる株式の総数は2,160,000株（第８回新株予約権1,080,000株、第９回新株予約権

540,000株、第10回新株予約権540,000株の合計）、割当株式数（別記「新株予約権の目的となる株式の数」欄

第(a)項に定義する。）は100株で確定しており、株価の上昇又は下落により行使価額（別記「新株予約権の行

使時の払込金額」欄第２項に定義する。）が修正されても変化しない（但し、別記「新株予約権の目的となる

株式の数」欄に記載のとおり、調整されることがある。）。なお、株価の上昇又は下落により行使価額が修正

された場合、本新株予約権による資金調達の額は増加又は減少する。

　　(b)行使価額の修正基準:本新株予約権の行使価額は、本新株予約権の各行使請求の効力発生日の直前取引日の

株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」という。）における当社普通株式の普通取引の終値（以下

「終値」という。）（同日に終値がない場合には、その直前の終値）の92％に相当する金額（１円未満の端数

は切り捨てる。）が、当該効力発生日の直前に有効な行使価額を１円以上上回る場合又は下回る場合には、当

該効力発生日以降、当該金額に修正される。

　　(c)行使価額の修正頻度:行使の際に上記(b)項に記載の条件に該当する都度、修正される。

　　(d)行使価額の下限:「下限行使価額」は、当初、537円とする。但し、別記「新株予約権の行使時の払込金

額」欄第(c)項の規定を準用して調整される。

　　(e)割当株式数の上限:2,160,000株（2018年３月31日現在の発行済株式総数に対する割合は10.00％）

　　(f)本新株予約権が全て行使された場合の資金調達額の下限:1,162,976,400円（それぞれ上記(d)項に記載の行

使価額の下限にて本新株予約権が全て行使された場合の資金調達額。但し、本新株予約権の一部は行使されな

い可能性がある。）

　　(g)本新株予約権には、当社の決定により本新株予約権の全部又は一部の取得を可能とする条項が設けられて

いる（詳細は、注７「自己新株予約権の取得の事由及び取得の条件」欄を参照）。
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４．新株予約権の目的となる株式の種類

　　当社普通株式（完全議決権株式であり、権利内容に何らの限定のない当社における標準となる株式である。な

お、当社は１単元を100株とする単元株式制度を採用している。）

５．新株予約権の目的となる株式の数

　　(a)本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は、当社普通株式2,160,000株とする（本新株予約権１個当

たりの目的たる株式の数（以下「割当株式数」という。）は100株とする。）。但し、下記第(b)項乃至第(d)

項により割当株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的である株式の総数は調整後割当株式数に応じ

て調整されるものとする。

　　(b)当社が注６「新株予約権の行使時の払込金額」欄第(c)項の規定に従って行使価額（以下に定義する。）の

調整を行う場合には、割当株式数は次の算式により調整される。但し、調整の結果生じる１株未満の端数は切

り捨てる。なお、かかる算式における調整前行使価額及び調整後行使価額は、別記「新株予約権の行使時の払

込金額」欄第(c)項に定める調整前行使価額及び調整後行使価額とする。

 

　　調整後割当株式数＝
調整前割当株式数×調整前行使価額

調整後行使価額

 

　　(c)調整後割当株式数の適用日は、当該調整事由に係る注６「新株予約権の行使時の払込金額」欄第(c)項第

(2)号、第(5)号及び第(6)号による行使価額の調整に関し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日

とする。

　　(d)割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後割当株式数の適用開始日の前日までに、本新株予約権に

係る新株予約権者（以下、文脈に応じて個別に又は第９回新株予約権を保有する者及び第10回新株予約権を保

有する者と総称して「本新株予約権者」という。）に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前割当

株式数、調整後割当株式数及びその適用開始日その他必要な事項を書面で通知する。但し、注６「新株予約権

の行使時の払込金額」欄第４項第(c)号⑤に定める場合その他適用開始日の前日までに上記通知を行うことが

できない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

６．新株予約権の行使時の払込金額

　　(a)本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　　　(1)各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額（以下に定義す

る。）に割当株式数を乗じた額とする。

　　　(2)本新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当たりの金銭の額（以下、「行使価額」とい

う。）は、第８回新株予約権については当初766円、第９回新株予約権については当初920円、第10回新株予約

権については当初1,100円とする。

　　(b)行使価額の修正

　　別記「13．本新株予約権の行使請求の方法第(3)号に定める本新株予約権の各行使請求の効力発生日（以下

「修正日」という。）の直前取引日の東京証券取引所における終値（同日に終値がない場合には、その直前の

終値）の92％に相当する金額の１円未満の端数を切り捨てた金額（以下「修正日価額」という。）が、当該修

正日の直前に有効な行使価額を１円以上上回る場合又は下回る場合には、行使価額は、当該修正日以降、当該

修正日価額に修正される。但し、修正日にかかる修正後の行使価額が537円（以下「下限行使価額」といい、

本欄第(c)項の規定を準用して調整される。）を下回ることとなる場合には行使価額は下限行使価額とする。

　　(c)行使価額の調整

　　　(1）当社は、当社が本新株予約権の発行後、本項第(2)号に掲げる各事由により当社の普通株式数に変更を

生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算式（以下「行使価額調整式」という。）を

もって行使価額を調整する。

 

 
既発行
株式数

＋
新発行・処分株式数×１株当たりの払込金額

　　調整後行使価額＝調整前行使価額×
時価

既発行普通株式数＋新発行・処分株式数

 

　　　(2）行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期については、次に定め

るところによる。

　　　　　①　下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、又は当社の

保有する当社普通株式を処分する場合（無償割当てによる場合を含む。）（但し、新株予約権（新

株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使、取得請求権付株式又は取得条項付株式の取得、

その他当社普通株式の交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及び会

社分割、株式交換又は合併により当社普通株式を交付する場合を除く。）
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　　　　　　　調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、無償割当て

の場合はその効力発生日とする。）以降、又はかかる発行若しくは処分につき株主に割当てを受け

る権利を与えるための基準日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。

　　　　　②　株式の分割により普通株式を発行する場合

　　　　　　　調整後行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。

　　　　　③　下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得請

求権付株式又は下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式の交付を請求

できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）を発行又は付与する場合（但し、

当社又はその関係会社（財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第８条第８項に定める

関係会社をいう。）の取締役その他の役員又は使用人に新株予約権を割り当てる場合を除く。）

　　　　　　　調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権の全部が当初の条件

で行使されたものとみなして行使価額調整式を適用して算出するものとし、払込期日（新株予約権

の場合は割当日）以降又は（無償割当ての場合は）効力発生日以降これを適用する。但し、株主に

割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合には、その日の翌日以降これを適用する。

　　　　　④　当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む。）の取得と引換えに下記第(4)号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付す

る場合

　　　　　　　調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

　　　　　⑤　上記①乃至③の場合において、基準日が設定され、かつ効力の発生が当該基準日以降の株主総会、

取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、上記①乃至③にかかわらず、調整後

行使価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用する。

　　　　　　　この場合において、当該基準日の翌日から当該承認があった日までに本新株予約権の行使請求をし

た本新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を交付する。

 

　　　　　　　株式数＝

（調整前行使価額－調整後行使価額）×
調整前行使価額により当該
期間内に交付された株式数

調整後行使価額

 

　　　　　　　この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるものとする。

　　　(3）行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差額が１円未満にとどまる場合

は、行使価額の調整は行わない。但し、その後行使価額の調整を必要とする事由が発生し、行使価額を

調整する場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差し引

いた額を使用する。

　　　(4）①　行使価額調整式の計算については、円位未満小数第１位まで算出し、小数第１位を四捨五入する。

　　　②　行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される日に先立つ45取引日目に始

まる30取引日の東京証券取引所における終値の平均値（終値のない日数を除く。）とする。この場

合、平均値の計算は、円位未満小数第１位まで算出し、小数第１位を四捨五入する。

　　　③　行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日があ

る場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後行使価額を初めて適用する日の１ヶ月

前の日における当社の発行済普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当社普通株式を

控除した数とする。また、上記第(2)号⑤の場合には、行使価額調整式で使用する新発行・処分株

式数は、基準日において当社が有する当社普通株式に割り当てられる当社の普通株式数を含まない

ものとする。

　　　(5）上記第(2)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、本新株予約

権者と協議の上、その承認を得て、必要な行使価額の調整を行う。

　　　①　株式の併合、資本の減少、会社分割、株式交換又は合併のために行使価額の調整を必要とすると

き。

　　　②　その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由等の発生により行使価額の調

整を必要とするとき。

　　　③　行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行使価額の算出に

あたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

　　　(6）上記第(2)号の規定にかかわらず、上記第(2)号に基づく調整後行使価額を初めて適用する日が本欄第３

項に基づく行使価額の修正日と一致する場合には、当社は、必要な行使価額及び下限行使価額の調整を

行う。

　　　(7）行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前日までに、本新株予約権者に

対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前行使価額、調整後行使価額及びその適用開始日その
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他必要な事項を書面で通知する。但し、上記第(2)号⑤に定める場合その他適用開始日の前日までに上

記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

７．自己新株予約権の取得の事由及び取得の条件

　　(a)当社は、本新株予約権の取得が必要と当社取締役会が決議した場合は、本新株予約権の払込期日の翌日以

降、会社法第273条及び第274条の規定に従って通知をした上で、当社取締役会で定める取得日に、本新株予約

権１個当たり払込金額と同額で、本新株予約権者（当社を除く。）の保有する本新株予約権の全部又は一部を

取得することができる。一部取得をする場合には、抽選その他の合理的な方法により行うものとする。

　　(b)当社は、当社が消滅会社となる合併又は当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下「組織

再編行為」という。）につき当社株主総会で承認決議した場合、当該組織再編行為の効力発生日前に、本新株

予約権１個当たり払込金額と同額で、本新株予約権者（当社を除く。）の保有する本新株予約権の全部を取得

する。

　　(c)当社は、当社が発行する株式が東京証券取引所により監理銘柄、特設注意市場銘柄若しくは整理銘柄に指

定された場合又は上場廃止となった場合には、当該銘柄に指定された日又は上場廃止が決定した日から２週間

後の日（休業日である場合には、その翌営業日とする。）に、本新株予約権１個当たり払込金額と同額で、本

新株予約権者（当社を除く。）の保有する本新株予約権の全部を取得する。

８．企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第９項に規定する場合に該当する場合にあっては、同項に規定する

デリバティブ取引その他の取引として予定する取引の内容

該当事項はありません。

９．当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に表示された権利の行使に関する事項について割当予定先との

間で締結する予定の取決めの内容

　　当社は割当予定先との間で、金融商品取引法に基づく届出の効力発生後に、以下の内容を含む本第三者割当て

契約を締結いたします。割当予定先は、本第三者割当て契約に従って当社に対して行使許可申請書を提出し、

これに対し行使許可書により本新株予約権の行使を許可した場合に限り、行使許可書に示された最長60取引日

の行使許可期間に、行使許可書に示された数量の範囲内でのみ本新株予約権を行使できます。また、割当予定

先は、何度でも行使許可の申請を行うことができますが、当該申請の時点で、それ以前になされた行使許可に

基づき本新株予約権の行使を行うことが可能である場合には、行使許可の申請を行うことはできません。

　　行使許可申請書の提出がなされた場合に行使許可を行うかどうかは当社の裁量によって決定することができま

す。当社は、行使許可申請書の提出がなされた時点の当社の事業環境や資金需要、株価水準等を総合的に勘案

し、行使許可を行うかどうかを判断いたします。

10．当社の株券の売買について割当予定先との間で締結する予定の取決めの内容

該当事項はありません。

11．当社の株券の貸借に関する事項について割当予定先と当社の特別利害関係者等との間で締結される予定の取決

めの内容

該当事項はありません。

12．その他投資者の保護を図るために必要な事項

該当事項はありません。

13．本新株予約権の行使請求の方法

　(1）本新株予約権を行使する場合、上記「新株予約権の行使期間」欄記載の本新株予約権を行使することができ

る期間中に上記「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場所」欄記載の行使請求の受付

場所に対して、行使請求に必要な事項を通知するものとします。

　(2）本新株予約権を行使する場合、前号の行使請求の通知に加えて、本新株予約権の行使に際して出資される財

産の価額の全額を現金にて上記「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場所」欄に定め

る払込取扱場所の当社が指定する口座に振り込むものとします。

　(3）本新株予約権の行使請求の効力は、上記「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場所」

欄記載の行使請求の受付場所に対する行使請求に必要な全部の事項の通知が行われ、かつ当該本新株予約権

の行使に際して出資される財産の価額の全額が前号に定める口座に入金された日に発生します。

14．株券の交付方法

　　当社は、行使請求の効力発生後、当該本新株予約権者が指定する振替機関又は口座管理機関における振替口座

簿の保有欄に振替株式の増加の記録を行うことにより株式を交付します。
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15．本新株予約権証券の発行

　　当社は、本新株予約権に関して新株予約権証券を発行しません。

16．社債、株式等の振替に関する法律の適用等

　　本新株予約権は、社債、株式等の振替に関する法律に定める振替新株予約権とし、その全部について同法の規

定の適用を受けます。また、本新株予約権の取扱いについては、株式会社証券保管振替機構の定める株式等の

振替に関する業務規程、同施行規則その他の規則に従います。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
 

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成30年６月27日

（注）
－ 21,611,000 － 500,690 △20,000 196,109

（注） 会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金へ振替えたものであります。

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　 4,449,700 －
株主としての権利内容に制

限のない標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式　17,158,000 171,580 同上

単元未満株式 普通株式　　　 3,300 － 同上

発行済株式総数 21,611,000 － －

総株主の議決権 － 171,580 －

 

②【自己株式等】

平成30年６月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ｎｍｓ ホールディ

ングス株式会社

東京都新宿区西新宿

三丁目20番２号
4,449,700 － 4,449,700 20.59

計 － 4,449,700 － 4,449,700 20.59

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成30年４月１日から平

成30年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,537,266 4,367,852

受取手形及び売掛金 10,062,001 10,228,899

製品 983,567 896,856

仕掛品 517,593 577,760

原材料及び貯蔵品 3,537,620 3,752,430

その他 798,399 1,096,819

貸倒引当金 △1,649 △502

流動資産合計 20,434,799 20,920,117

固定資産   

有形固定資産   

土地 1,048,201 1,368,267

その他（純額） 3,457,018 4,073,022

有形固定資産合計 4,505,220 5,441,289

無形固定資産   

その他 503,570 516,037

無形固定資産合計 503,570 516,037

投資その他の資産   

その他 1,062,489 1,007,132

貸倒引当金 △9,444 △9,444

投資その他の資産合計 1,053,044 997,687

固定資産合計 6,061,834 6,955,014

資産合計 26,496,633 27,875,131

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 4,319,685 3,813,720

短期借入金 4,795,478 6,643,376

未払金 1,529,491 1,729,382

未払法人税等 470,527 106,974

未払消費税等 687,596 250,918

賞与引当金 409,872 384,634

その他 1,371,796 1,441,646

流動負債合計 13,584,449 14,370,653

固定負債   

長期借入金 5,840,178 6,850,565

繰延税金負債 78,007 65,406

退職給付に係る負債 430,418 255,831

その他 412,832 493,266

固定負債合計 6,761,437 7,665,069

負債合計 20,345,886 22,035,723
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 500,690 500,690

資本剰余金 415,679 528,452

利益剰余金 5,856,772 5,827,019

自己株式 △909,838 △909,838

株主資本合計 5,863,302 5,946,322

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 572 △5,487

為替換算調整勘定 △84,669 △132,129

その他の包括利益累計額合計 △84,096 △137,617

新株予約権 － 3,056

非支配株主持分 371,540 27,647

純資産合計 6,150,747 5,839,408

負債純資産合計 26,496,633 27,875,131
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年６月30日)

売上高 12,932,075 13,742,186

売上原価 11,155,163 11,814,108

売上総利益 1,776,911 1,928,078

販売費及び一般管理費   

給料及び賞与 536,123 574,570

賞与引当金繰入額 63,660 73,808

その他 958,803 1,020,909

販売費及び一般管理費合計 1,558,587 1,669,288

営業利益 218,323 258,789

営業外収益   

受取利息 3,950 7,008

受取配当金 300 300

不動産賃貸料 3,565 9,649

消費税差額 88,582 97,781

その他 8,115 17,957

営業外収益合計 104,514 132,696

営業外費用   

支払利息 24,726 44,699

為替差損 124,809 115,908

不動産賃貸原価 1,867 7,033

外国源泉税 2,229 2,795

その他 9,981 17,331

営業外費用合計 163,614 187,768

経常利益 159,223 203,717

特別利益   

固定資産売却益 58,506 170

投資有価証券売却益 161,747 －

特別利益合計 220,253 170

特別損失   

固定資産除却損 30 14

事業構造改革費用 － ※ 48,113

その他 425 －

特別損失合計 455 48,127

税金等調整前四半期純利益 379,021 155,760

法人税等 72,978 90,185

四半期純利益 306,043 65,574

非支配株主に帰属する四半期純利益 12,782 2,117

親会社株主に帰属する四半期純利益 293,261 63,456
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年６月30日)

四半期純利益 306,043 65,574

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △136,739 △6,402

為替換算調整勘定 △32,484 △46,274

その他の包括利益合計 △169,224 △52,676

四半期包括利益 136,818 12,897

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 133,804 9,935

非支配株主に係る四半期包括利益 3,014 2,962
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

（連結の範囲の重要な変更）

当第１四半期連結会計期間より、株式会社日本技能教育機構及びTKR MANUFACTURING PHILIPPINES INC.は重要

性が増したため、連結の範囲に含めております。

また、当第１四半期連結会計期間においてｎｍｓロジスティクス＆テクニカルソリューション株式会社を設立

したため、連結の範囲に含めております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純損益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負

債の区分に表示しております。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※ 事業構造改革費用

連結子会社の構造改革に伴う早期退職金であります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む）は、次のとおりであります。

 

前第１四半期連結累計期間

（自　平成29年４月１日

至　平成29年６月30日）

当第１四半期連結累計期間

（自　平成30年４月１日

至　平成30年６月30日）

減価償却費 168,751千円 191,850千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年６月30日）

１．配当金支払額

（決議）

 

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月27日

定時株主総会
普通株式 60 7 平成29年３月31日 平成29年６月28日 利益剰余金

（注）平成30年３月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。「１株当たり配当額」につき

ましては、当該株式分割前の金額を記載しております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成30年４月１日　至平成30年６月30日）

１．配当金支払額

（決議）

 

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月27日

定時株主総会
普通株式 77 4.50 平成30年３月31日 平成30年６月28日 利益剰余金

（注）平成30年３月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。「１株当たり配当額」につき

ましては、当該株式分割後の金額を記載しております。
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２．株主資本の金額の著しい変動

　平成30年４月27日付にて、連結子会社である株式会社テーケィアールの株式を追加取得いたしました。この結果

当第１四半期連結累計期間において、資本剰余金が112,773千円増加し、当第１四半期連結会計期間末において資本

剰余金が528,452千円となっております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 ＨＳ事業
ＥＭＳ

事業
ＰＳ事業 合計 調整額

四半期連結

損益計算書

計上額

売上高       

(1)外部顧客への売

上高 4,060,922 6,287,398 2,583,753 12,932,075 - 12,932,075

(2)セグメント間の

内部売上高又は

振替高

15,409 203,936 16,479 235,824 △235,824 -

計 4,076,332 6,491,334 2,600,232 13,167,899 △235,824 12,932,075

セグメント利益 148,577 131,160 20,669 300,406 △82,082 218,323

（注）１．セグメント利益の調整額△82,082千円には、セグメント間取引消去2,016千円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△84,099千円が含まれております。全社費用の主なものは、当社（持株会社）

に係る費用であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 ＨＳ事業
ＥＭＳ

事業
ＰＳ事業 合計 調整額

四半期連結

損益計算書

計上額

売上高       

(1)外部顧客への売

上高 4,524,504 6,422,997 2,794,684 13,742,186 - 13,742,186

(2)セグメント間の

内部売上高又は

振替高

16,193 158,326 16,814 191,334 △191,334 -

計 4,540,698 6,581,323 2,811,499 13,933,521 △191,334 13,742,186

セグメント利益 99,030 124,802 158,553 382,386 △123,597 258,789

（注）１．セグメント利益の調整額△123,597千円には、セグメント間取引消去△203千円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△123,393千円が含まれております。全社費用の主なものは、当社（持株会

社）に係る費用であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

共通支配下の取引等

関係会社株式の追加取得

１．取引の概要

（１）結合当事企業の名称及び事業の内容

結合当事企業の名称　株式会社テーケィアール

事業の内容　　　　　電子及び電気機械器具の製造販売

（２）企業結合日

平成30年４月27日

（３）企業結合の法的形式

現金を対価とする非支配株主からの株式取得

（４）結合後企業の名称

株式会社テーケィアール

（５）その他取引の概要に関する事項

グループ一体経営を効果的に実践する体制を構築することを目的とし、株式を追加取得するものでありま

す。

 

２．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）及び「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成25年９月13日）に基づき、共通

支配下の取引等のうち、非支配株主との取引として処理しております。

 

３．関係会社株式の追加取得に関する事項

取得原価及び対価の種類ごとの内訳

　現金　　　　　　　　234,943千円

　取得原価　　　　　　234,943千円

 

４．非支配株主との取引に係る当社の持分変動に関する事項

（１）資本剰余金の主な変動要因

　　　関係会社株式の追加取得

（２）非支配株主との取引によって増加した資本剰余金の金額

　　　112,773千円
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基

礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日）

（1）１株当たり四半期純利益金額 17円09銭 3円70銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
293,261 63,456

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四

半期純利益金額（千円）
293,261 63,456

普通株式の期中平均株式数（株） 17,161,422 17,161,274

（2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

金額
17円09銭 3円69銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整

額（千円）
－ －

普通株式増加数（株） 3,231 24,686

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益金額の算定に含めな

かった潜在株式で、前連結会計年度末から重

要な変動があったものの概要

 

－

 

平成30年５月17日開催の取締役会

決議による第９回及び第10回新株

予約権

新株予約権の数

 第９回 5,400個

（普通株式 540,000株）

第10回 5,400個

（普通株式 540,000株）

（注）平成30年３月１日付をもって株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。そのため、前連結会計年

度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額を算定しております。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年８月９日

ｎｍｓ ホールディングス株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 安藤　見　　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 前田　貴史　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているｎｍｓ ホール

ディングス株式会社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成30年

４月１日から平成30年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記

について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ｎｍｓ ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成30年６月

30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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